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１ 指定給水装置工事事業者の指定制度について

給水装置の構造等が一定の基準に適合するものとなるよう、給水
装置工事を適正に施工できると認められるものを指定するもの（水
道法第１６条の２）。

◆『指定給水装置工事事業者』の指定制度とは
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（厚生労働省ＨＰより）

※市が国家資格である給水装
置工事主任技術者を有するな
ど、一定の要件に該当する事
業者を申請に基づき指定しま
す。

給水装置工事は、市長又は指定給水装置工事事業者が設計し、施行する（石狩市
水道事業給水条例第６条）。



２ 現在の指定申請手続き（概要）と現行制度の問題点

・給水装置工事主任技術者の
確保
・給水装置工事のための資機
材等確保
・申請書の作成、提出
・手数料の納付 など
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（事業者）

・書類審査
・告示、ホームページ掲載
・事業者証発行
・手数料収納処理 など

（市）

全国的に、更新手続き不要のため事業実態把握が困難となっており、
無届工事や不良工事が増加しているため、更新制の導入が必要となって
いる。

※266件、うち市内事業者24件
（令和元年７月18日現在）

◆指定申請手続きの概要

◆現行制度の問題点（平成28年11月「国民生活を支える水道事業の基盤強化
等に向けて講ずべき施策について」厚生科学審議会生活環境水道部会）

【指定申請手続き根拠法令】

水道法第16条の２第１項の規定による指定給水装置工事事業者の指定を受ける場合には、
同法第25条の２第１項の規定に基づき申請書等を水道事業者へ提出しなければならない。



３ 更新制の概要と更新制導入後の更新手続き

・指定の有効期間は５年間
・更新手続きを行わない場合は自動的に失効
・更新時の要件（基準）は新規申請時と同様
・本年10月１日より導入
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【既に指定を受けている事業者の有効期間】

本年10月１日以降における最初の有効期間は以下のとおりとされました。

・平成11年３月31日までに指定を受けた事業者 令和２年９月29日まで

・平成15年３月31日までに指定を受けた事業者 令和３年９月29日まで

・平成19年３月31日までに指定を受けた事業者 令和４年９月29日まで

・平成25年３月31日までに指定を受けた事業者 令和５年９月29日まで

・令和元年９月30日までに指定を受けた事業者 令和６年９月29日まで

※水道法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する
政令（平成31年４月17日政令第154号）第４条

◆導入される更新制の概要（水道法第25条の３の２）

新規に申請する場合と同様の手続きが必要となります。
◆更新手続き（水道法第25条の３の２第４項）

※更新時においても新規申請時と同様に基準を満たしているか確認す
るため、申請書等提出書類や書類審査、受付後の事業者証交付など、
新規と同様の方法により手続きいたします。



４ 更新制導入に伴う指定手数料の改定内容
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◆指定手数料の改定内容

手数料は、指定申請事務に対する対価であり、更新制導入によ
り行う更新手続きは、新規申請時と同様の手続き内容となるため、
更新時の手数料は新規申請時と同額とします。

◆手数料積算根拠

作業内容 新規申請時 更新時

作業時間 費用 作業時間 費用

有効期限通知 ０分 ０円 ５分 ５３５円

受付・書類審査等 ２５分 ２，００２円 ２５分 ２，００２円

技術指導等 １０分 ７６８円 ５分 ３８４円

事業者証交付・名簿作成等 ９５分 ７，５０５円 ９０分 ７，１２１円

計 １３０分 １０，２７５円 １２５分 １０，０４２円

手数料 １０，０００円 １０，０００円

※費用は「指定給水装置工事事業者制度への指定の更新制の導入
におけるガイドライン（公益社団法人 日本水道協会）」に基づ
き、職員の人件費や郵送料などを基に算出したものです。



５ 条例改正の例
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◆石狩市水道事業給水条例（別表第４）改正案

事務 名称 区分 金額 徴収時期

指定給水装置工
事事業者の指定

指定給水装置工事
事業者指定手数料

１件に
つき

１０，０００円 申請のとき

【手数料根拠法令】

地方公共団体が収受する手数料は、地方自治法第227条及び第228条に基づき、各地
方公共団体の条例において定めることとなっています。

【改正前】

事務 名称 区分 金額 徴収時期

指定給水装置工
事事業者の指定
及び指定の更新

指定給水装置工事
事業者指定手数料

１件に
つき

１０，０００円 申請のとき

【改正後】

※ 改正条例は令和元年１０月１日から適用となります。



６ 今後のスケジュール

●令和元年８月（今回）
・水道事業運営委員会で更新制導入内容説明

● 令和元年９月
・市議会第３回定例会に条例改正案（手数料）提出

● 令和元年１０月以降
・既存指定事業者へ改正後の初回有効期間を通知
・ＨＰへ更新制導入後の手続き方法を掲載
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